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１

予算規模

▷ 会計別予算規模

○ 一般会計 １，２４４億０，０００万円

※ 対前年度（肉付補正後）比 ＋１０５億６，５６０万円 ＋９．３％

○ 特別会計 ５７０億９，８２７万円（注）職員給与等支払特別会計は除く

※ 対前年度比 ＋４億４，３３８万円 ＋０．８％

○ 企業会計 ３７０億５，７５７万円

※ 対前年度比 ＋３５億７，２３４万円 ＋１０．７％
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▶誰もが生涯を通じて自分らしく生き、活躍できるまちづくりを推進
○妊娠・出産から子育てまでを安心してできるよう、ライフステージに応じた支援体制を強化
○すべての児童生徒から信頼される教育体制を実現し、学びやすい場を提供
○誰もが生き生きと健康的で活躍できる社会の推進

▶全ての市民が生まれ育った場所で、心穏やかな生活を送れるまちづくりを推進
○大規模災害時の情報収集能力や対応能力の強化
○安全・安心で快適に過ごすことができる保育・教育・地域コミュニティの環境を充実
〇徳島市全体の防災力強化のため、自主防災組織の支援強化や避難所運営体制の構築

２

令和７年度当初予算案のポイント

令和７年度当初予算案は、周辺地域でも強い地震がたびたび発生するとともに、南海トラフ地震の発生確率
が上昇していることを踏まえ、大規模災害に対する不安感の軽減や、災害対応能力の向上を図ることを中心に、

次の３つの取組に重点を置き編成しています。

１．安心して暮らせる強靱なまちづくり（P3～P4）

▶経済と社会、環境のバランスをうまく保ちながら、持続可能なまちづくりを推進
○環境に配慮しながら、徳島市ならではの魅力をもったまちづくりを推進
○インバウンド需要の取り込みや大阪・関西万博を見据えた積極的な観光ＰＲを実施
○人口減少に対応するため、移住の促進や市民の利便性向上

２．将来にわたって持続可能なまちづくり（P5～P6）

３．多様な幸せを実現できるまちづくり（P7）



３

安心して暮らせる強靱なまちづくり ①

■ 庁舎災害対応機能強化事業 ■ ５，０２４，４３８千円

本市の災害対応の拠点として、市役所本庁舎北側に危機管理センター機能を有した防災棟及び駐車場棟

を整備する。（令和７年度末の開設を予定）

■ 既存木造住宅耐震化促進事業 ■ ２６９，４３３千円

市民の命と財産を守るため、木造住宅の耐震化を促進する。（R6当初予算136,529千円から増額）

【補助額最大130万円。 改修＋シェルター化＋住替え＝215件分の補助枠確保】

■ 災害時情報通信ネットワーク構築事業 ■（新規） １６７，９４０千円

南海トラフ地震等の大規模災害発生時における情報収集機能強化のため、主に浸水エリアにおける高所カメラ

の設置や、地方公共団体として日本初の救助・捜索を目的とした自動航行機能を備えた災害用ドローンの整備

等を組み合わせた市独自の情報通信ネットワークの構築を図る。

■ 地籍調査事業 ■（拡充） １３０，０６４千円

地籍調査のより一層の推進を目指し、調査に係る職員を増員し、地籍調査面積を拡大する。

（R6当初予算54,658千円から増額）

大規模災害時における情報収集能力・対応能力の強化

▲危機管理センター(イメージ)

▲自動航行ドローン

安全・安心で快適な環境の充実

▲大風量スポットエアコン

■ 屋内運動場空調設備整備モデル事業 ■（新規） １０２，３００千円
屋内運動場における熱中症対策として、市立中学校のうち２校の屋内運動場に大風量スポットエアコンを

設置し、空調設備整備に伴う課題検討を行う。【対象校：城東中、津田中】

■ コミュニティセンター整備事業 ■（拡充） ７９，４７７千円

コミュニティセンターを安全かつ機能的に利用できるよう、老朽化した施設の大規模改修やトイレ洋式化を行う。

【コミュニティセンター３施設の大規模改修、コミュニティセンター等５施設のトイレ改修】



４

安心して暮らせる強靱なまちづくり ②

■ 自主防災組織充実・活性化事業 ■（拡充） ３５，８３６千円

自主防災連合組織に対する、訓練啓発活動・防災士資格取得に要する費用の助成に加え、資機材整備及び停

電時の迅速かつ安全な避難対策として、停電時非常灯設置に要する費用助成を拡充する。

【１組織あたりの拡充補助額：資機材整備（500千円）、非常灯（400千円）】

■ 指定避難所簡易ベッド整備事業 ■（新規） ２７，２７２千円

災害時の避難所における生活環境改善のため、指定避難所91施設に簡易ベッドを整備する。

■ 避難所運営協議会結成・活動費補助 ■（新規） １，０１０千円

災害時における地域住民主体の避難所運営体制構築のため、避難所運営協議会を結成するための会議費用等

を助成する。また、結成済の避難所運営協議会に対しては、訓練や会議等の活動に要する費用を助成する。

【１組織あたりの補助額：結成のための補助金（20千円）、活動のための補助金（30千円）】

地域防災力の向上・避難所環境の充実

▲非常灯

▲簡易ベッド

■ 高機能消防指令センター整備事業 ■ １，２６９，８０６千円

119番通報に対して、迅速かつ的確に対応するとともに、出動隊の活動を支援するため、高機能消防

指令センターの全面更新を実施し、安定的な運用を図る。（令和７年度末更新完了を予定）

【新たに追加される機能】

●Ｌive119（映像通報システム）

通報者のスマートフォンから、通報現場の映像情報をリアルタイムに指令センターへ伝送

●消防OAシステム

警防・予防・総務の各種データベースを共有化し、一元管理することで、円滑な災害活動を支援

消防・救急体制の充実

▲高機能消防指令センター
(イメージ)



５

地域の文化や資源を生かした魅力あるまちづくりの推進

■ 阿波おどり会館ＬＥＤ景観整備事業 ■（拡充） １７３，５５５千円

徳島駅前から眉山までのシンボルゾーンの人流増加や魅力向上を図るため、徳島市LED景観整備基本計画

に基づき、LEDが魅せるまち・とくしま事業推進基金を活用して、阿波おどり会館外観照明のLED整備を行う。

【令和７年度～令和８年度にかけて実施。総事業費 248,000千円】

■ 眉山ロープウエイＬＥＤ景観整備事業 ■（拡充） １０１，８８４千円

阿波おどり会館LED景観整備事業と一体として、眉山ロープウエイのLED景観整備を行う。

■ 眉山公園整備事業 ■（拡充） ２８，５０５千円

「眉山活性化基本方針」を踏まえ、眉山の魅力づくりをハード・ソフト両面から推進

するため、眉山公園の再整備に向けた測量・民間活力の導入検討に係る実証実験

等を実施する。

■ ＳＤＧｓ推進事業 ■（拡充） ２３，５４６千円

SDGs未来都市としての取組を加速するため、新たにひょうたん島周遊船の電動

化に向けた取組などを実施し、ダイバーシティとパートナーシップによる持続可能なま

ちづくりを推進する。

■ 眉山展望エリアＬＥＤ景観整備事業 ■（新規）８，０６３千円

眉山展望エリアへ行きたくなる光環境を演出するため、眉山展望エリア鉄塔のLED

景観整備設計業務を行う。

■ 阿波おどり会館前広場整備事業 ■（新規） ５，５７７千円

阿波おどり会館前広場の駐車場とイベントスペースを整備し、にぎわいづくりや誘客

効果のある空間を創出するための設計業務を行う。

将来にわたって持続可能なまちづくり ①

▲阿波おどり会館LED
(イメージ)

▲眉山ロープウエイLED
(イメージ)

▲「眉山」山頂

▲電動船(イメージ) ▲眉山展望エリアLED
（イメージ）



６

観光PRやインバウンド受入環境整備による観光誘客の促進

■ インバウンド誘客事業 ■（新規） ６，６２１千円

県と連携し、海外において観光PRを実施し、観光誘客を行う。また、中心市街地の観光施設等に多言語の

自動再生音声ガイドを整備し、海外からの観光客の受入環境整備を行う。

■ 万博関連観光客誘致対策事業 ■（拡充） ５，２４９千円

2025大阪・関西万博の観光客の徳島市への誘客を目的として、阿波おどりをはじめとする観光コンテンツの積

極的な観光PRを実施し、国内外からの観光誘客拡大を図る。

【阿波おどりと安芸高田市の神楽とのコラボを７月28日～29日で実施】

将来にわたって持続可能なまちづくり ②

地域社会の活性化・利便性向上

■ 市バスキャッシュレス推進事業 ■（新規）１６２，１３８千円（旅客自動車運送事業会計分含む)

市バス路線に交通系ICカード（ICOCA）を導入し、利用者の利便性の向上を図る。

■ 移住支援金支給事業 ■（拡充） ３５，２９２千円

大都市圏から徳島市への移住や、UIJターン就職を促進するため、県内企業への就職や起業等を行う移住者

に対し、移住支援金を支給する。令和７年度から従来の東京圏に加え、大阪圏（京都府、大阪府、兵庫県）

からの移住者も対象に追加する等の拡充を行う。

■ キャッシュレスレジ導入事業 ■（新規） ２，０５４千円

住民課窓口での証明書請求等の決済方法について、現金決済に加えて、クレジットカードや電子マネー等での

決済が可能となるキャッシュレスレジを導入する。

■ 公用車シェアリング事業 ■（新規） １，４０９千円

公用車の一部について、平日は市が公用車として利用し、休日は市民や観光客へ有償利用に供することで、

閉庁日における公用車の有効活用を図りつつ、市民や観光客への二次交通手段を提供する。
▲公用車シェアリング

実証実験

▲インバウンド商談会の様子

▲住民課窓口キャッシュレス
レジ導入(イメージ)



７

多様な幸せを実現できるまちづくり

ライフステージに応じたきめ細やかな支援の充実 ■ 学童保育会館整備事業 ■ ９０，６７９千円

放課後児童の安全で健全な活動場所を確保

するため、学童保育会館の整備を行う。

【新設】国府第二学童保育会館

■ ひとり親家庭等医療費助成事業■（拡充）２７，７８３千円

ひとり親家庭の経済的な負担軽減を図るため、医療費の一部を助成する。

令和７年10月から父母等の通院に係る医療費を新たに助成。

（通院：自己負担1,000円、入院：無償(入院時食事療養費を除く)）

■ 学童保育事業 ■（拡充） ６９３，３２１千円

小学校終了後の児童の適切な遊びと生活の場を提供する学童保育

事業の安定的な運営のため、放課後児童支援員の勤続年数等に応じ

た賃金改善に要する経費を運営費に加算する。

■ 不妊治療助成事業 ■（拡充） ２９，１３６千円

子どもを望む方の経済的負担軽減のため、不妊治療にかかる健康保険

の自己負担金の一部を助成する。(補助上限額５万円⇒10万円に増額)

■ 学校教職員働き方改革推進事業 ■（新規）１２，５３８千円

「学校問題解決支援コーディネーター」の配置や、「保護者・学校・教育委員会

間連絡システム」の導入等により、学校現場での対応力の向上や業務の削減を図

り、教育現場の働き方改革を推進する。

■ スクールヘルパー派遣事業 ■（拡充） ７，５３０千円

教員が担う業務のうち、専門知識や技能を要しない業務を支援するスクールヘル

パーについて、更なる教員の業務専念と子ども達の学びの質の維持向上を図るため、

市立小中学校への派遣人数及び派遣時間の拡充を行う。

子ども達から信頼される教育体制の実現

誰もが生き生きと健康的で活躍できる社会の推進

■ がん検診事業 ■ １８０，７８１千円

がん検診の案内通知方法を従来のはがきによる通知から、A４・

A3サイズの通知書に変更し、内容をわかりやすくすることで、受診率

の向上を図る。

■ シルバー人材センター運営費補助 ■（拡充）１７，３７９千円

健康で働く意欲を持つ高齢者が自身の経験と能

力を活かし、就労する機会を確保するため、シルバー

人材センターの運営費補助を増額する。

◀シルバー人材センター活動の様子

学童保育会館整備(イメージ)▶

■ 校内教育支援センター支援員配置事業 ■（新規）

３，７７０千円

自分の学級に入りづらい児童生徒の学校内

の居場所を確保し、不登校を未然に防止する

とともに不登校児童生徒の学校復帰を支援す

るため、校内教育支援センター支援員を配置。 ▲校内教育支援
センターの様子



８

一般会計「歳入予算」の概要
○ 市税・・・・・・・・・・・・・景気の緩やかな回復が続くことが期待されることや定額減税の影響が少なくなることヵら、増加見込み（前年度比＋４．５％）
○ 繰入金・・・・・・・・・・・財政調整基金の取崩しが増加することから、増加見込み（前年度比＋１０４．０％）
○ 国庫支出金・・・・・・・児童手当支給費国庫負担金などが増加することから、増加見込み（前年度比＋７．７％）
○ 地方交付税・・・・・・・国の交付総額及び過去の交付状況等を勘案し、減少見込み（前年度比△１．０％）
○ 市債・・・・・・・・・・・・・危機管理センターの整備などにより、投資的経費が増加することから増加見込み（前年度比＋４７．４％）

■ 令和７年度 歳入（収入）の内訳

区分 予算額 対前年度増減額 前年度比

自
主
財
源

市税 ４３２億４，６１７万円 １８億７，６２９万円 ＋４．５％

繰入金 ３５億１，０８４万円 １７億８，９７７万円 ＋１０４．０％

その他の自主財源 ４５億２，６５１万円 △２億９，３９５万円 △６．１％

小計 ５１２億８，３５２万円 ３３億７，２１１万円 ＋７．０％

依
存
財
源

国庫支出金 ２５７億７，２７１万円 １８億４，３１７万円 ＋７．７％

市債 １５３億５，７８０万円 ４９億３，９３０万円 ＋４７．４％

地方交付税 １２２億５，９００万円 △１億１，８００万円 △１．０％

県支出金 ９９億１，７４５万円 ６億７，９１４万円 ＋７．４％

その他の依存財源 ９８億 ９５２万円 △１億５，０１３万円 △１．５％

小計 ７３１億１，６４８万円 ７１億９，３４９万円 ＋１０．９％

合計 １，２４４億０，０００万円 １０５億６，５６０万円 ＋９．３％

注）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
対前年度比較は、９月肉付補正後との比較。

その他の自主財源：分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、諸収入、繰越金
その他の依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事

業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、
地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

自主財源

41.2%依存財源

58.8%

市税

432億4,617万円

34.8%

繰入金

35億1,084万円

2.8%

自主財源その他

45億2,651万円

3.6%

国庫支出金

257億7,271万円

20.7%

市債

153億5,780万円

12.3%

地方交付税

122億5,900万円

9.9%

県支出金

99億1,745万円

8.0%

その他の依存財源

98億952万円

7.9%



９

一般会計「歳出予算」（目的別）の概要
○ 民生費・・・・・・・・・・・教育・保育給付費負担金や障害福祉サービス給付費の増加等により、増加（前年度比＋６．６％）
○ 総務費・・・・・・・・・・・危機管理センターの整備や国勢調査費の増加等により、増加（前年度比＋３５．６％）
○ 土木費・・・・・・・・・・・道路メンテナンス事業や四国横断自動車道周辺対策事業費の増加等により、増加（前年度比＋１２．７％）
○ 衛生費・・・・・・・・・・・水道事業会計出資金の増加等により、増加（前年度比＋２．０％）
○ 消防費・・・・・・・・・・・高機能消防指令センター整備費の増加等により、増加（前年度比＋３８．９％)

■ 令和７年度 歳出（支出）の内訳

区分 予算額 対前年度増減額 前年度比

民生費 ５７７億 ４９９万円 ３５億７，１３６万円 ＋６．６％

総務費 １４８億 ３１３万円 ３８億８，４６８万円 ＋３５．６％

土木費 １３２億 ５１４万円 １４億８，８１３万円 ＋１２．７％

衛生費 １１６億４，３９１万円 ２億２，５１４万円 ＋２．０％

教育費 ９７億９，１５０万円 △１億５，５７０万円 △１．６％

公債費 ８７億８，５８８万円 ４，５７１万円 ＋０．５％

消防費 ４８億２，４４７万円 １３億５，０４５万円 ＋３８．９％

商工費 １８億４，１５４万円 ２億１，２８２万円 ＋１３．１％

農林水産業費 １１億１，６７９万円 △６，２７３万円 △５．３％

その他 ６億８，２６５万円 ５７４万円 ＋０．８％

合計 １，２４４億０，０００万円 １０５億６，５６０万円 ＋９．３％

注）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
対前年度比較は、９月肉付補正後との比較。

その他：議会費、労働費、災害復旧費、予備費

民生費

577億499万円

46.4%

総務費

148億313万円

11.9%

土木費

132億514万円

10.6%

衛生費

116億4,391万円

9.4%

教育費

97億9,150万円

7.9%

公債費

87億8,588万円

7.1%

消防費

48億2,447万円

3.9%

商工費

18億4,154万円

1.5%

農林水産業費

11億1,679万円

0.9％

その他

6億8,265万円

0.4%



10

「歳出予算」（目的別）の増減理由

土木費１３２億５１４万円 前年度比＋１４.９億円（＋１２.７％）

〔主な増減理由〕

道路メンテナンス事業費＋４.５億円、四国横断自動車道周辺対策事業費＋２.８億円

公共下水道事業会計負担金＋２.８億円

民生費５７７億４９９万円 前年度比＋３５.７億円（＋６.６％）

〔主な増減理由〕

教育・保育給付費負担金（私立保育所運営費含む）＋１１.７億円

障害福祉サービス給付費＋１０.５億円、法定児童手当＋１０.４億円

総務費１４８億３１３万円 前年度比＋３８.８億円（＋３５.６％）

〔主な増減理由〕

庁舎災害対応機能強化事業費＋３４.１億円、国勢調査費＋１.５億円

情報システム関係費＋１.０億円

商工費１８億４，１５４万円 前年度比＋２.１億円（＋１３.１％）

〔主な増減理由〕

阿波おどり会館ＬＥＤ景観整備事業費＋１.６億円

商業観光施設事業会計補助＋０.９億円、阿波おどり会館指定管理料△０.４億円

消防費４８億２，４４７万円 前年度比＋１３.５億円（＋３８.９％）

〔主な増減理由〕

高機能消防指令センター整備費＋１２.７億円

災害時情報通信ネットワーク構築事業費＋１.７億円

農林水産業費１１億１，６７９万円 前年度比△０.６億円（△５.３％）

〔主な増減理由〕

水利施設等保全高度化事業△０.３億円

ため池管理費＋０.１億円

衛生費１１６億４，３９１万円 前年度比＋２.３億円（＋２.０％）

〔主な増減理由〕

水道事業会計出資金＋４.５億円

新型コロナワクチン接種費△３.８億円

教育費９７億９，１５０万円 前年度比△１.６億円（△１.６％）

〔主な増減理由〕

学校施設長寿命化改修費△９.１億円、小学校教師用教科書購入費△１.８億円

高等学校施設整備費＋３.３億円、小・中トイレ洋式化スピードアップ事業＋１.１億円

注）対前年度比較は、９月肉付補正後との比較。
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一般会計「歳出予算」（性質別）の概要
○ 義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は、前年度に比べ６．９％増加

主な要因は、教育・保育給付費負担金や障害福祉サービス給付費、法定児童手当などの増によるもの。
○ 物件費は、前年度に比べ１．８％増加

主な要因は、災害時情報通信ネットワーク構築などの事業費の増によるもの。
○ 投資的経費は、前年度に比べ３４．５％増加

主な要因は、危機管理センターの整備や高機能消防指令センター整備による事業費の増によるもの。
○ 補助費等は、前年度に比べ６．９％増加

主な要因は、公共下水道事業会計負担金及び補助金などの増によるもの。

■ 令和７年度 歳出（支出）の内訳

区分 予算額 対前年度増減額 前年度比

義
務
的
経
費

人件費 ２２５億４，３６４万円 ５億６，０２６万円 ＋２．５％

扶助費 ３８９億２，７４１万円 ３８億９，９０８万円 ＋１１．１％

公債費 ８７億８，５９２万円 ４，５７１万円 ＋０．５％

計 ７０２億５，６９６万円 ４５億 ５０５万円 ＋６．９％

投資的経費 １７１億 ２９８万円 ４３億８，７８９万円 ＋３４．５％

物件費 １３７億７，７０３万円 ２億４，６８２万円 ＋１．８％

補助費等 １１７億７，５７８万円 ７億５，７６３万円 ＋６．９％

繰出金 ８４億７，４６９万円 ５，８１９万円 ＋０．７％

維持補修費 １２億３，３４５万円 △１億２，１６５万円 △９．０％

その他 １７億７，９１０万円 ７億３，１６６万円 ＋６９．９％

合計 １，２４４億０，０００万円 １０５億６，５６０万円 ＋９．３％

注）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
対前年度比較は、９月肉付補正後との比較。

その他：積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費

義務的経費

56.5%

その他の経費

43.5%

人件費

225億4,364万円

18.1%

扶助費

389億2,741万円

31.3%

公債費

87億8,592万円

7.1%

投資的経費

171億298万円

13.7%

物件費

137億7,703万円

11.1%

補助費等

117億7,578万円

9.5%

繰出金

84億7,469万円

6.8%

維持補修費

12億3,345万円

1.0％

その他

17億7,910万円

1.4%
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財政調整基金・減債基金、
地方債残高の状況

財政調整基金等の年度末残高 ６０億円

○ 財政調整基金と減債基金を合わせた残高は、令和７年度末で６０億円

（前年度比較▲２７.３億円）に減少する見込み

7 6 6 6

24
2

4

7 6 6
7

28

0

10

20

30

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６．９ Ｒ７

基金取崩し額（当初予算編成時） 億円

財政調整基金 減債基金

注）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

地方債の年度末残高 １，０８８億円

○ 地方債残高は危機管理センターの建設など、大型事業の影響で大幅に増加。

財政の健全度を判断する指標の１つである、公債費の実質的な負担割合を示す

実質公債費比率は着実に低下

1,034
1,017

998

1,017

1,088

100
68 66
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154

0
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100

150

200

900

1,000

1,100

Ｒ３(決算) Ｒ４(決算) Ｒ５(決算) Ｒ６(見込) Ｒ７(見込)

地方債の推移 億円

年度末残高 発行額

6.5
6.2 6.0 5.9 5.8 5.7

5.0

6.0

7.0

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

実質公債費比率 ％

51
71

86 73
49

9

9
12

15

11

60

80
98

88

60

0

50

100

Ｒ３(決算) Ｒ４(決算) Ｒ５(決算) Ｒ６(見込) Ｒ7(見込)

年度末残高 億円

財政調整基金 減債基金


